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Ⅰ 資源・環境対策の推進
１．農林水産業・食品産業における地球温暖化対策の加速化

【２３２，６００(２５８，０６６）百万円】

対策のポイント
京都議定書の温室効果ガス排出量１９９０年比６％削減約束や２５％削減

目標(２０２０年)の達成に向け、農林水産業・食品産業における排出削減対策や森
林等吸収源対策の着実な推進に加え、農山漁村におけるバイオマス、再生可能エネルギ
ーの利活用を促進します。

＜背景／課題＞
・我が国は地球温暖化防止に向けて京都議定書の第一約束期間（２００８～２０１２年）

の温室効果ガス排出量を１９９０年比で６％削減する義務を負っているとともに、中
長期的には２０２０年までに１９９０年比で２５％削減する目標を掲げているが、
２００８年度の排出量は逆に１．６％増加している状況。

政策目標
京都議定書の温室効果ガス排出量６％削減約束や２５％削減目

標（２０２０年）の達成に向けた農林水産業・食品産業におけるさ
らなる排出削減

＜内容＞
Ⅰ．地球温暖化防止策

１．農林水産業・食品産業における排出削減対策
（１）施設園芸の温室効果ガス排出削減対策

施設園芸において、先進的省エネルギー加温設備（ハイブリッド加温設備や木質
バイオマス利用加温設備）及び高断熱被覆設備（外張多重化設備や内張多層化設備）
を組み合わせた設備の導入、省エネルギー効果の高い新技術の開発・実証を支援し
ます。

【生産環境総合対策事業のうち施設園芸の温室効果ガス排出削減対策
３３０（７４６）百万円】

（２）水産分野における温室効果ガス排出削減対策
二酸化炭素等の排出を大幅に削減する電動漁船や、衛星情報を活用した効率的な

漁場探索技術の開発、高船齢漁船等を長期に省エネ・省コストで使用可能とするリ
ニューアル技術の開発等を行います。

【漁船等環境保全・安全推進技術開発事業 ３１２（７３４）百万円】

（３）食品産業における温室効果ガス排出削減対策
中小事業者が取組可能な設備投資を要しない経営視点を重視した二酸化炭素排出

削減方策、生産、製造、流通分野の事業者が連携した多様な取組等の調査・検討・
分析による具体的かつ効果的な排出削減方策の取りまとめ等を支援します。

【食品産業環境対策支援事業 ２２１（３３６）百万円の内数】
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２．森林等吸収源対策
（１） 森林吸収源対策の着実な推進

集約化して計画的な森林整備を行う者を対象とした搬出間伐等の森林施業とこれ
と一体となった丈夫で簡易な道を主体とした路網整備を支援するとともに、国土保
全上重要な水源地域等において、自然災害等により機能が低下した保安林の整備等
を実施します。これらにより、京都議定書第一約束期間における森林吸収目標
１，３００万炭素トンの達成に向けた取組を着実に推進します。
【森林整備事業・治山事業（公共） １７９，０４２（１８７，０３０）百万円】

（２） 土壌が有する地球温暖化防止機能の活用
① 全国における土壌炭素貯留量にかかる調査等

農地及び草地の土壌炭素貯留量を国際ルール（IPCCガイドライン）に基づいて
算定するため、全国約3,800点において土中炭素量の測定等を行います。

また、緑肥の作付など炭素貯留効果の高い営農活動がもたらす炭素貯留量、経
営への影響等の調査を行うとともに、有機質肥料施用に伴う一酸化二窒素発生量
の調査を実施します。
【生産環境総合対策事業のうち土壌が有する地球温暖化防止機能の活用

２４１（２４４）百万円】

② 環境保全型農業直接支援対策
農業者等が、化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組とセットで、

地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む場合、取組面
積に応じた支援（国の支援額：4,000円/10a）等を実施します。

【環境保全型農業直接支援対策 ［所要額］４，８０７（０）百万円】

３．バイオマスの利活用の推進
原料調達からバイオエタノールを製造・利用するための技術実証等を実施します。

【バイオ燃料地域利用モデル実証事業 ２，７９２（３，１３１）百万円】

Ⅱ．地球温暖化適応策
精度の高い収量・品質予測モデル等を開発し、気候変動による農林水産物への影響

評価を行うとともに、温暖化の進行に適応した生産安定技術を開発します。また、ゲ
ノム情報を最大限に活用して、高温や乾燥等に適応する品種を開発します。

【気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のための技術開発
１，４４６（６７５）百万円の内数】

Ⅲ．我が国の地球温暖化に関する国際協力
熱帯林における違法伐採対策を推進し、熱帯林の持続可能な経営及び熱帯林の減少

・劣化抑止による二酸化炭素排出の削減に貢献する伐採業者等への技術普及、政府の
林業担当職員の能力向上等を推進します。
【熱帯林減少・劣化抑止のための違法伐採対策推進事業 １１０（１２２）百万円】

［お問い合せ先：大臣官房環境バイオマス政策課（０３－６７４４－２０１７（直））］

yutaka_hattori
Typewriter
2



京都議定書の温室効果ガス排出量１９９０年比６％削減約束や２５％削減目標
（２０２０年）達成に向け、農林水産業・食品産業における排出削減対策や森林等吸
収源対策の着実な推進に加え、農山漁村におけるバイオマス、再生可能エネルギー
の利活用を促進します。 【２３２，６００（２５８，０６６）百万円】

農林水産業・食品産業における地球温暖化対策の加速化

Ⅰ 地球温暖化防止策

（２）水産分野における温室効果ガス排出削減対策
電動漁船の開発や効率的な漁場探索技術の開発等を実施。
漁船等環境保全・安全推進技術開発事業

３１２（７３４）百万円

（１）施設園芸の温室効果ガス排出削減対策
先進的省エネルギー加温設備及び高断熱被覆設備を組み合わせた
設備の導入、省エネルギー効果の高い新技術の開発・実証を支援。
生産環境総合対策事業のうち施設園芸
の温室効果ガス排出削減対策 ３３０（７４６）百万円

Ⅲ 我が国の地球温暖化に関する国際協力

熱帯林における違法伐採対策を推進し、熱帯林の持続可能な経営及び熱帯林の減少・劣化
抑止による二酸化炭素排出の削減に貢献する伐採業者等への技術普及等を推進。

Ⅱ 地球温暖化適応策

温暖化の進行に適応した生産安定技術の開発及び高温等に適応する品種の開発等を実施。

（１）森林吸収源対策の着実な推進
京都議定書第一約束期間における森林吸収目標１，３００万
炭素トンの達成に向けた取組の着実な推進。
森林整備事業・治山事業（公共）
１７９，０４２（１８７，０３０）百万円

原料調達からバイオエタノールを製造・利用するための技術実証等を実施。

バイオ燃料地域利用モデル実証事業 ２，７９２（３，１３１）百万円

（３）食品産業における温室効果ガス排出削減対策
中小事業者による二酸化炭素排出削減方策、生産、製造、
流通分野の事業が連携した排出削減方策の取りまとめ等
を支援。
食品産業環境対策支援事業 ２２１（３３６）百万円の内数

１．農林水産業・食品産業における排出削減対策

２．森林等吸収源対策

３．バイオマスの利活用の推進

電動漁船等の開発

（２）土壌が有する地球温暖化防止機能の活用
土中炭素量の測定や地球温暖化防止等に効果の
高い営農活動に対する支援等を実施。
生産環境総合対策事業のうち

土壌が有する地球温暖化防止機能の活用 ２４１（２４４）百万円
環境保全型農業直接支援対策 ［所要額］４，８０７（０）百万円 有機物の土壌投入による

炭素貯留

間伐などの森林整備の推進

投入

加温設備等の導入支援

CO2排出削減方策の推進
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２．農林水産業における生物多様性保全の推進

【６５，１２９（５１，２３６）百万円の内数】

対策のポイント
2010年10月に名古屋で開催された生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）
を契機として、農林水産業における生物多様性保全対策を推進します。

＜背景／課題＞
・農林水産業は、自然界の多様な生物が関わる循環機能を利用しており、持続可能な農
林水産業の維持・発展のためには、生物多様性の保全は不可欠。
・また、担い手の減少などによる農林水産業の活動の停滞に伴い、身近に見られた種の
減少や鳥獣被害が深刻化。
・このため、生物多様性保全を重視した農林水産業を強力に推進するための指針として
平成19年7月に農林水産省生物多様性戦略を策定。
・COP10では、「生物多様性の損失を止めるために効果的かつ緊急な行動を実施する」と
いう2020年までの新たな目標が決定されたところであり、生物多様性保全対策の推進が
重要。

政策目標
○生物多様性保全をより重視した農林水産業の推進
○ＣＯＰ１０を契機としてわが国農林水産業の生物多様性保全

への貢献を国内外に発信

＜内容＞
１．生物多様性保全を重視した農林水産業への理解推進

① 生物多様性保全面からみた農林水産業や農山漁村資源管理活動の経済的評価に関
する国内外事例を調査し、日本の農林水産業の実情に適した評価手法を検討すると
ともに、民間による支援のための取引手法を構築します。

② カルタヘナ議定書締約国会議議長国として、開発途上国がカルタヘナ議定書を実
施するために必要となる能力開発を推進するため、開発途上国の能力開発のための
ワークショップを実施します。
【農林水産分野における地球環境対策推進手法開発事業のうち

生物多様性保全推進調査事業 １３（０）百万円】
【カルタヘナ議定書に係る開発途上国の能力開発・強化事業 ３２（０）百万円】

２．田園地域・里地里山における保全
① 有機農業の推進により農業の持続的発展に向けた産地の収益力を向上させるため

の取組を支援します。
【産地活性化総合対策事業 １０，７０４（６，５１５）百万円の内数】

② 戸別所得補償制度の本格実施に当たり、安心して農業に取り組める環境を整備す
るため、都道府県向けの交付金に緊急対策枠を措置し、鳥獣被害防止活動や侵入
防止柵の整備等の取組に対する支援を緊急的に強化するほか、県域を越えた広域
的な取組に対する支援を実施します。

鳥獣被害防止総合対策交付金 １１，２８３（２，２７８）百万円
うち緊急対策枠 １０，００１（０）百万円

産地活性化総合対策事業 １０，７０４（６，５１５）百万円の内数
補助率：定額、１／２以内等
事業実施主体：地域協議会等

③ 環境保全型農業直接支援対策
農業者等が、化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減した上で、地球温暖化

防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む場合、取組面積に応じた支
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援（国の支援額：4,000円/10a）等を実施します。
環境保全型農業直接支援対策

[所要額] ４，８０７（０）百万円
補助率：定額

事業実施主体：農業者等

④ 地域共同による農地・農業用水等の資源の基礎的な保全管理活動への支援
活動組織が地域共同で行う農地、水路等の資源の日常の管理と水質保全、生態系

保全などの農村環境の向上に資する活動等を支援します。
農地・水保全管理支払交付金のうち共同活動支援交付金

[所要額] ２２，７１２（２２，６９７）百万円の内数
補助率：定額

事業実施主体：地域協議会

３．森林における保全
森林における生物多様性保全を総合的に推進するため、

① 全国土を対象に、植生等の生物多様性に関する定点観測、データの分析
② デジタル空中写真の活用等による、森林植生等の状況を効率的かつ高精度に把

握するための実用化技術の開発
③ 森林の保護・管理に係る技術開発、わが国の取組の国内外への発信、野生鳥獣

被害対策技術の開発等を実施します。
森林の生物多様性保全総合対策事業 ９０４（１，０１３）百万円

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

４．里海・海洋における保全
① 漁業者や地域住民等による藻場・干潟等の保全活動を支援するとともに、技術的

サポート等を行います。
環境・生態系保全対策 ５８８（７６１）百万円

補助率：定額
事業実施主体：民間団体等

② 水産生物の成長段階や季節の違いに対応した漁場環境の形成手法の検討や、漁場
機能を強化する技術の開発・実証を行います。

漁場環境・生物多様性保全総合対策事業のうち
水産生物の生活史に対応した漁場環境形成推進事業 ７４（６６）百万円

事業実施主体：民間団体等

③ 堆積物の除去、藻場・干潟の整備など、広域的・俯瞰的な視点をもって漁場の整
備と水域の環境保全対策を総合的かつ一体的に実施します。

水産環境整備事業 ９，４９７（８，９３６）百万円
事業実施主体：地方公共団体等

５．農林水産業の生物多様性指標の開発
環境保全型農業をはじめとする農林水産関連施策を効果的に推進するための生物

多様性指標とその評価手法を開発します。
【農業に有用な生物多様性の指標及び評価手法の開発 ５５（１９３）百万円】

【森林の生物多様性保全総合対策事業のうち
森林の生物多様性の状態を表す指標の開発・検証 ９０４（１，０１３）百万円の内数】
【漁場環境・生物多様性保全総合対策事業のうち

漁場環境における生物多様性の指標化・定量化手法の開発 ３０（４９）百万円】

［お問い合わせ先：大臣官房環境バイオマス政策課（03－6744－2016（直））］
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・ 有機農業等環境保
全型農業の推進

○ 田園地域・里地里山の保全 ○ 森林の保全 ○ 里海・海洋の保全

・ 生物多様性に配慮
した生産基盤整備の
推進

・ 間伐等による森林
の適切な整備・保全

・ 漁業者を中心とし
た藻場・干潟の保全活
動への支援

生物多様性基本法の施行
(平成２０年６月)
生物多様性国家戦略2010の策定
(平成２２年３月）

持続可能な農林水産業の維持・発展の

ためには生物多様性保全は必要不可欠

生物多様性と農林
水産業の関係を定
量的に計る生物多
様性指標の開発

関連施策の
効果的な推進

○ 生物多様性保全を重視した農林水産業への理解推進
・生物多様性保全面からみた農林水産業や農山漁村資源管理活動の経済的評価と民間
による支援のための取引手法の構築 等

農林水産省生物多様性戦略（平成１９年７月策定）の推進

農林水産業における生物多様性保全対策の推進が重要

○ 生物多様性保全をより重視した農林水産業の推進
○ ＣＯＰ１０を契機としてわが国農林水産業の生物多様性保全への貢献を国内外に発信

農林水産業における生物多様性保全の推進【６５１(５１２)億円の内数】

・ 農地に隣接する藪の
刈払等、鳥獣被害対
策の推進

2010年10月に開催のCOP10では、「生
物多様性の損失を止めるために効果的
かつ緊急な行動を実施する」という2020
年までの新たな目標が決定
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３．農山漁村の６次産業化に資するバイオマス利活用の推進

【バイオマス産業等振興対策

１０，４６１（１５，３６８）百万円の内数】

対策のポイント
農山漁村地域に賦存するバイオマスの積極的な利活用により、農山漁村地域

における新たな価値の創出や地域の活性化を推進します。

＜背景／課題＞

・新たな成長産業育成の場として農村に雇用と所得を生み出すとともに、環境面でも温

室効果ガスの排出抑制等に積極的な役割を果たすため、農山漁村に賦存するバイオマ

スの積極活用を図る必要。

・バイオマスは、地域に「広く、薄く」存在している上、水分含有量が多い、かさばる

等、扱いづらいという性質のため、収集方法、高効率な変換技術の開発、事業の採算

性等が課題。

・平成22年12月に、バイオマス活用の促進に関する施策について、国の基本的な方針を

定める「バイオマス活用推進基本計画」が閣議決定されたところ。

政 策 目 標

○ ２０２０年に炭素量換算で約２，６００万トンのバイオマス

を活用

＜内容＞

１．バイオマス利活用技術実用化支援

（１）バイオ燃料の製造・利用システムの確立

原料調達からバイオエタノールを製造・利用するための技術実証等を実施しま

す。また、施設園芸における木質バイオマス利用加温設備の導入を支援します。

【バイオ燃料地域利用モデル実証事業 ２，７９２（３，１３１）百万円】

【生産環境総合対策事業 ９６８（１，４４９）百万円の内数】

（２）革新的なバイオマス利活用技術の開発・実証

稲わら等作物の非食用部や木質バイオマス等から低コスト・高効率にバイオ燃

料・マテリアル・エネルギーを生産する革新的な技術を開発します。

また、実用化に近い段階まで開発が進んでいる技術について、民間企業による

事業化に向けた更なる開発・実証試験を支援します。

【ソフトセルロース利活用技術確立事業 ４５４（１，３４５）百万円】

【地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発 ９４０（１，５０３）百万円】

【森林資源活用型ニュービジネス創造対策事業 ２３２（３１０）百万円】

【森林整備効率化支援機械開発事業のうち

木質バイオマスの大規模利用技術の開発 １９６（２２１）百万円の内数】

【水産業振興型技術開発事業 ４６（７７）百万円の内数】
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２．バイオマス分野における国際協力の推進

バイオマスに関する技術移転、途上国における能力強化支援等の国際的な議論

に積極的に参画し、国際的な連携を確保しつつ、バイオマスの普及と持続可能な

利用を促進します。

【ＡＳＥＡＮ＋３バイオマスエネルギーフォーラム等開催事業 ９７（０）百万円】

【国際再生可能エネルギー機関分担金 １２２（８２）百万円】

【食料供給と両立したバイオマス生産可能性調査事業 ６（０）百万円】

３．地域資源と先進技術を融合した新産業の創造

「緑と水の環境技術革命」総合戦略を策定するとともに、総合戦略に位置付けら

れた重点分野・技術について、事業化可能性調査から技術実証まで切れ目ない支援

を行います。

緑と水の環境技術革命プロジェクト事業 １，７８１（２００）百万円

補助率：定額、２/３以内

事業実施主体：民間団体等

ほか関連委託費 ２６８（２６８）百万円の内数

［お問い合わせ先：大臣官房環境バイオマス政策課 （０３－３５０２－８４６６（直））］
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Ⅱ 緑と水の環境技術革命の推進

【緑と水の環境技術革命対策７０，８３３百万円の内数】

対策のポイント
農林水産業・農山漁村に関連する豊富な資源と他産業の持つ革新的技術との

融合により、農山漁村地域における新産業の創出に貢献します。

〈背景／課題〉

・ 農林水産業・農山漁村には、未利用のバイオマスや太陽光、水力などの再生可能エネ

ルギーなど、国民生活に新たな恩恵を与え得る資源が多く存在。

・ 新たな技術を核に、これらの資源を活用した新産業を農山漁村に創出する「緑と水の

環境技術革命」によって、農山漁村の６次産業化を推進し、「２０２０年までに農山漁

村において６兆円規模の新産業を創出」するとの目標の実現に貢献するとともに、雇用

と所得を確保することにより、地域社会の活性化を実現。

政策目標
２０２０年までに農山漁村において６兆円規模の新産業の創出に貢献

＜内容＞

１．事業化に至るまでの切れ目ない支援

「緑と水の環境技術革命総合戦略」の重点分野に位置付けられた技術等について、速

やかな事業化を促進するため、採算性や技術課題等を調査・検討する事業化可能性調査、

実用化に向けた技術開発・実証等の取組を支援します。

【緑と水の環境技術革命プロジェクト事業 １，７８１（２００）百万円】

【新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 ５，１５１（７，０３９）百万円】

２．事業者等の育成と連携体制の構築

新産業の創出を促進するため、農山漁村に由来する資源を活用した新たなビジネスモ

デルを創造する者の育成や、事業化に向けた民間事業者、公的研究機関、大学等の関係

者で構成する共同体（コンソーシアム）の組織化、関係者間の連携を円滑化するコーデ

ィネーターの活用・育成等を支援します。

【新事業創出人材育成事業 ８４（６０）百万円】

【地域における産学連携支援事業 １８０（２００）百万円】
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３．新産業創出を支える研究開発等の推進

低コスト・高効率なバイオマス利用技術、生物由来の医療用新素材など、新産業創出

に必要となる革新的な新技術の研究開発を支援します。

【地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発 ９４０（１，５０３）百万円】

【アグリ・ヘルス実用化研究促進プロジェクト ６０５（５５１）百万円】

【イノベーション創出基礎的研究推進事業 ５，５６５（５，９９４）百万円】

【新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業（再掲）

５，１５１（７，０３９）百万円】

【海面養殖業振興対策費のうち

資源・環境に優しいクロマグロ増養殖技術開発事業 ３３２（２０８）百万円】

【森林資源活用型ニュービジネス創造対策事業 ２３２（３１０）百万円】

【ソフトセルロース利活用技術確立事業 ４５４（１，３４５）百万円】

［お問い合わせ先：大臣官房環境バイオマス政策課（０３－３５０２－８４６６（直））］
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緑と水の環境技術革命対策
【 ７０，８３３ 百万円の内数】

農林水産業・農山漁村に関連する豊富な資源と他産業の持つ革新的技術との融合に
より、農山漁村地域における６兆円規模の新産業の創出に貢献

新たな素材や新商品の事業化
○未利用バイオマスのエネルギー・製品利用
○藻類等の新規資源作物の利用
○生物機能の高度利用

農山漁村資源の新規用途開拓

農林水産業の新たな事業機会の創出

生産・流通・販売等の工程への革新的技術の導入
○クロマグロ等の完全養殖
○農林水産物の高度生産管理システム
○超長期鮮度保持技術

○事業化・実用化に向けた支援

採算性や技術課題等を調査・検討す

る事業化可能性調査、技術実証等

➢緑と水の環境技術革命プロジェク

ト事業

【１，７８１（２００）百万円】

➢新たな農林水産政策を推進する実用

技術開発事業

【５，１５１（７，０３９）百万円】

新産業創出を促進するため、農山漁村に由来する

資源を活用した新たなビジネスモデルを創造する者

の育成や、事業化に向けた民間事業者、公的機関、

大学等の推進プレーヤーで組織する共同体

（コンソーシアム）の組織化、

コーディネーターの活用・育

成等を促進

「緑と水の環境技術革命総合戦略」の重点分野に位置
付けられた技術等について、速やかな事業化を促進

重

点

分

野

○異分野の企業等の参画誘導

○コーディネーターによるコンソーシ
アム組織化支援
○人材育成研修 等

➢新事業創出人材育成事業
【８４（６０）百万円】

➢地域における産学連携支援事業
【１８０（２００）百万円】

低コスト・高効率なバイオマス利

用技術、生物由来の医療用新素

材など、新産業創出に必要となる

革新的な新技術の研究開発を支

援

○革新的技術の研究開発 ○若手研究者の育成

➢地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発
【９４０（１，５０３）百万円】

➢アグリ・ヘルス実用化研究促進プロジェクト
【６０５（５５１）百万円】

➢イノベーション創出基礎的研究推進事業
【５，５６５（５，９９４）百万円】

➢新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業（再掲）
【５，１５１（７，０３９）百万円】

➢資源・環境に優しいクロマグロ増養殖技術開発事業
【３３２（２０８）百万円】

➢森林資源活用型ニュービジネス創造対策事業
【２３２（３１０）百万円】

➢ソフトセルロース利活用技術確立事業【４５４（１，３４５）百万円】

事業化に至るまでの切れ目ない支援

事業者等の育成と連携体制の構築

新産業創出を支える研究開発等の推進



Ⅲ 環境バイオマス政策課関係予算
１ 農林水産分野における地球環境対策推進手法開発事業

（新規）
【４３(０）百万円】

対策のポイント
・農林水産分野における温室効果ガス排出量の算定方法を改善するとともに、

「ＣＯ の見える化」を推進します。2

・農林水産分野における生物多様性保全効果の発揮、民間による支援活動の

拡大を推進します。

＜背景／課題＞

・温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて、排出量算定方法をより実態に即したもの

へ改善するとともに、排出削減に向けた取組の加速化を図るため、農林水産物におけ

る「ＣＯ の見える化｣を推進することが必要です。2

・生物多様性の保全に向けた取組の拡大が求められる中、農林水産分野の活動の生物多

様性保全効果に関する経済的評価、民間が活動を支援するための仕組を構築する必要

があります。

政策目標
排出量取引と併せ、農林水産分野からの温室効果ガス排出量を10万t-ＣＯ2

削減（平成24年度）するとともに、農林水産分野に対応する日本版ＧＤＭの

仕組みを構築

＜主な内容＞

１．農林水産業由来温室効果ガス排出量精緻化検討・調査
水田、畑地、畜舎等において、ＣＨ4及びＮ2Ｏ排出量の実測調査や知見の収集・

整理を行うことにより、より実態に即した農林水産業由来温室効果ガス排出量の算

定方法を検討します。 補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

２．「ＣＯ2の見える化」データベース整備
農林水産物の生産段階における排出量の実測データを収集し、品目、作型、加工

度等の違いにも対応できる詳細な排出原単位等のデータベースを整備します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

３．生物多様性保全推進調査事業
生物多様性保全面からみた農林水産業や農山漁村資源管理活動の経済的評価に関

する国内外事例を調査し、日本の農林水産業の実情に適した評価手法を検討すると

ともに、民間による支援のための取引手法を構築します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：大臣官房環境ﾊﾞｲｵﾏｽ政策課（０３－６７４４－２０１７（直））］
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農林水産分野における地球環境対策推進手法開発事業（新規） 【43（0）百万円】

農林水産業で使用
する生産資材や原
材料に係る温室効
果ガス排出量の排
出原単位等の調
査・検討

２． ｢ＣＯ２の見える化｣基礎データ検討・調査

水田、畑地、畜舎等において温室効果ガス排出量の実測調
査等を行うことにより実態に即した排出係数等を調査・検討

実測や既存の知
見の整理による算
定方法の改善

算定方法検討
農業分科会に

よる検証

国際的に公表
する日本の温室
効果ガス排出量

の精緻化

１．農林水産業由来の温室効果ガス排出量精緻化検討・調査

○ 気候変動枠組条約に基づく温室効果ガス排出量の条約事務局への報告に
ついて、実態に即した算定方法に改善していく必要。

○ 温室効果ガス排出削減目標（2020年までに1990年比25％削減）達成に向け、
国民全体での強力な取組推進が必要。

○ 農林水産業の生物多様性保全機能の認識が進み、民間による支援活動の拡大
が必要。

→ 温室効果ガス排出量の算定方法の適正化
農林水産物から排出されるCO２の「見える化」の拡大展開
農林水産業等による生物多様性保全効果の経済的評価手法の検討と
民間企業等が支援する仕組の構築

算定ツール
（排出量の概算を算定
できる表計算ソフト等）

ツールを使って算定
した生産物の排出
量と、参考値との比

較等が可能。

排出量の参考値
（地域別、品目別の
標準的な排出量）

排出原単位等の基
礎的データ

３．生物多様性保全推進調査

①農林水産業等による生物多
様性保全効果の経済的評価
手法の調査・検討

②民間が活動を支援するため
の仕組（日本版ＧＤＭ）の
構築

グリーン・デベロップメント・メカニズム（ＧＤＭ）
の仕組み（イメージ）

企業等（ＣＳＲ活動等）

クレジット

評価基準

農家等

保全活動

クレジット登録

支払い

クレジット
認証機関

 

ＣＯ２削減効果

３０%
２

ＣＯ２削減効果

３０%
２

日本国温室効
果ガスインベン
トリ報告書

農林水産物（１次産品及び農産加工品）の生産
に係る温室効果ガス排出原単位等のデータ調査

２．｢ＣＯ２の見える化」データベース整備

 

算定ツールによる
自分の生産物の
排出量算出

生産者

品目等ごとの排出
原単位データ

ツールに活動
量を入力

ツールに原単
位データ組込

排出量の参考値
（地域別、品目別の
標準的な排出量）

自分の排出量
と参考値との
比較が可能



２ 緑と水の環境技術革命プロジェクト事業（拡充）
＜未来を切り拓く６次産業創出総合対策のうち（基幹）農山漁村に由来する資源の活用促進＞

【１，７８１（２００）百万円】

対策のポイント
農林水産業・農山漁村に関連する豊富な資源と他産業の持つ革新的技術との

融合により、農山漁村地域における新産業の創出に貢献します。

＜背景／課題＞

・ 農林水産業・農山漁村には、未利用のバイオマスや太陽光、水力などの再生可能エネ

ルギーなど、国民生活に新たな恩恵を与え得る資源が多く存在。

・ 新たな技術を核に、これらの資源を活用した新産業を農山漁村に創出する「緑と水の

環境技術革命」によって、農山漁村の６次産業化を推進し、「２０２０年までに農山漁

村において６兆円規模の新産業を創出」するとの目標の実現に貢献するとともに、雇

用と所得を確保することにより、地域社会の活性化を実現。

政策目標

２０２０年に６兆円規模の新産業の創出に貢献しうる新技術を

実証、実用化ステージまで進展

＜主な内容＞

「緑と水の環境技術革命総合戦略」の重点分野に位置付けられた技術等について、以下

の支援を実施します。

（１）事業化可能性調査

事業化につながる可能性のある技術シーズについて、採算性や技術課題等を調査・

検討する事業化可能性調査を支援します。

（２）新技術の開発実証

事業化が見込まれる新技術について、実証機器の整備など試行・試作を支援すると

ともに、実用化に向けた技術実証の支援を行います。

＜事業実施主体＞ 民間団体等

＜ 補 助 率 ＞ （１）定 額

（２）２／３、１／２

＜事業実施期間＞ 平成２２年度～平成２６年度

［お問い合わせ先：大臣官房環境バイオマス政策課 （０３－３５０２－８４６６ （直））］
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緑と水の環境技術革命プロジェクト事業（拡充）

○ 農林水産業・農山漁村の資源を活用する新たな技術の開発・導入を核とした新産業の育成により農山漁村の６次産業化を
推進し、雇用と所得を確保することにより、地域社会の活性化を実現。

○ 事業化につながる可能性のある新技術について採算性等を調べる事業化可能性調査や、事業化が見込まれる新技術に
ついての試行・試作及び技術実証を支援。

先端技術の活用による、農林水産業・農山漁村の潜在力の発揮

新産業の育成により農山漁村の６次産業化に寄与

農林水産業・農山漁村の潜在力の発揮

○ 支援対象ステージ

ステージ４：量産・実用化

重点研究分野の選定 ・事業化可能性調査

・研究機関等での試行

リスクを伴う設備投資・実証 民間の出資・ビジネス展開

産
業
化

時間

研究開発の成果を産業化
・民間リスクの軽減

ステージ２：ＦＳ ・試作ステージ１：R&D ステージ３：実証

「緑と水の環境技術革命総合戦略」に位置付けられた重
点分野の新技術などに対し、採算性や技術課題等を検討
する事業化可能性調査や、試行・試作及び技術実証を支
援

【1,781(200)百万円】

研究開発から実証に進む過程を支援することにより、
新技術の実用化に向けた取組を推進

潜在力を最大限活用し、

・低炭素社会の実現

・農山漁村の活性化

を達成するために

新たな技術の開発・導入による新産業の育成が必要

農林水産業・農山漁村には、

・未利用のバイオマス

・太陽光、水力などの再生

可能エネルギー

等、国民生活に新たな恩恵を

与え得る資源が多く存在

現 状 課 題

藻類

木質バイオマス

バイオ燃料



３ ＡＳＥＡＮ＋３バイオマスエネルギーフォーラム等開催事業（新規）

【９７（０）百万円】

対策のポイント
ＡＳＥＡＮ＋３バイオマスエネルギーフォーラム及びＧＢＥＰ会合・ワーク

ショップの日本開催により、東アジア諸国における食料供給と両立するバイオ
マス利活用の浸透を推進します。

＜背景／課題＞
・ ＡＳＥＡＮ＋３（日・中・韓）バイオマスエネルギーフォーラムは、ＡＳＥＡＮ+３

諸国におけるバイオマスエネルギーの開発と利用を促進するための情報交換と、技術協
力のプラットホームの確立を目的に設置。

・ また、ＧＢＥＰ（国際バイオマスエネルギーパートナーシップ）会合は、バイオマス
エネルギーの持続的発展を図ることを目的とした国際的なパートナーシップとして設
立。

・ ＡＳＥＡＮ＋３諸国を始めとする東アジア諸国から、食料供給と両立する高いバイオ
マス利活用技術力とバイオマスタウンなどの地域利用システムの構築実績がある我が国
での開催に強い要請。

・ バイオマスエネルギーの生産利用の急速な拡大が予想される東アジア諸国のにおい
て、食料安全保障の確保と整合のとれたバイオマス利活用の重要性の認識を浸透するこ
とが重要。

政策目標
東アジア諸国における食料供給と両立するバイオマス利活用の考え
方の浸透

＜主な内容＞

１．ＡＳＥＡＮ＋３バイオマスエネルギーフォーラム
ＡＳＥＡＮ＋３（日本・韓国・中国）におけるバイオマスエネルギーの開発と利用を促

進するため、東アジア諸国の関心の高いバイオマスタウン構想の普及に向けた調査、検討
を行うとともに、バイオマスエネルギーに関する情報交換と技術協力に関するフォーラム
を開催します。

２．ＧＢＥＰ（Global Bioenergy Partnership）会合等の開催
バイオマスエネルギーに係る温室効果ガスの排出削減や、持続性基準・指標に関する会

合及び国際ワークショップを開催します。

＜事業実施期間＞ 平成２３年度

［お問い合わせ先：大臣官房環境バイオマス政策課（０３－３５０２－８４６６（直））］

yutaka_hattori
Typewriter
16



バイオマスエネ
ルギーの開発と利
用を促進する情報
交換と技術協力を
実施。

バイオマスタウ
ン等の地域資源の
高度利用システム
の先進事例の視察
を実施。

◇ 食料供給と両立するバイオ燃料生産技術の取組みを強化・普及（持続可能性指標の導入を促進）
◇ 我が国の最新バイオマス利活用技術をアピールし、輸出機会を創出

2005年のグレンイーグルスサミットにおいて、G8＋5（ブラジル、中国、インド、メキシコ、 南アフリカ）首脳がバ
イオエネルギーの持続的発展を図ることを目的と して立ち上げ に合意し、2006年５月に設立。
FAOに事務局を設置。

ＡＳＥＡＮ＋３（日本・韓国・中国）バイオマスエネルギーフォーラム等開催事業（新規）

ASEAN＋3諸国におけるバイオマスエネルギーの発展や利活用に関する情報交換や協力の強化を目的と
して、第７回AMAF＋3（2007年11月、ベトナム）において中国の提案により設置。（過去３回は中国
で開催）

国際バイオマスエネル
ギーパートナーシップ

国際バイオマスエネル
ギーパートナーシップ

(GBEP)

東アジア諸国のリーダー国のひとつとして、東アジア諸国に向けて・・・

ASEAN＋３バイオマスエネルギーフォーラム

持続性の基準・指標等を各国へ
浸透、改善を図る観点から国際
ワークショップ及びＧＢＥＰの会合
を開催

ASEAN＋３バイオマス

エネルギーフォーラム

地域におけるバイオマス利活
用の取組の可能性調査を実施（賦
存量、現地ニーズの抽出、具体的
利活用方法の検討・提案）

フォーラムの開催 バイオマスの調査・分析

【97(0)百万円】
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